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伝統理論と近代理 論

組織の道徳的側面を中心に

飯野春樹

はしがき

バーナードの主著が組織論，管理論における古典としての地位を維持しつづ

け亡いるのは，主著に示されたノミ ナ ド理論の統合的性格ゆえであろう。な

かんずし組織存続の基準としての有効性，能率沼よび道徳性の提示，機会主

義的側面と道徳的側面の分類，組織経済『ーおける経済的効用主社会的効用の考

察などは，現在の組織問題の解明にあたって極めて有効である。

もし組織の機会主義的側面に限って彼の理論を評価すれば，バーナード理論

の光彩は，彼の後継者サイモンらによって精徹化さhた意思決定論を前にして，

かなり薄れてしまうであろう。その道徳的側面，そして両者の統合的性格が，

バーナード理論の再評価にとって重要である。

本稿"でほ，パーナードを中心とする近代理論の概要を伝統理論と比較対照

Lながら，バーナード理論が今後に与えうるであろう展望に言及する。とくに

最近続発している諸大学における不祥事，企業，病院，行政組織などの組織体

における各種の「組織悪」にかんがみ，組織における道徳的側面の重要性を強

調することになろう。

I 伝統理論から近代理論へ

議論を筒切にし，対照を際立たせるために，組織理論を大吉<2つに分ける

1) 執筆にあたコて 2つの拙南，とくに後者を利用したu 有効性，能率および道徳性， i組織科学」
第16巻第2号』昭和57年6月。組織論の新しい展開と課題， i行政管理研究」第23号，昭附58年

9月。
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ζ とにしよう。

1つは「仕事のvステム」としての組織論であり，他は「人間行動のシステ

ム」としての組織論である。前者は組織の構造論，後者は組織の機能論といっ

てもよい。いわゆる伝統的組織論がもっぱら取り扱っているのは，人間抜きの

組織構造論であり，近代理論は人間を含む組織の動態に重点を置いている。両

者の対比は後出のEで試みる。

このように組織理論は伝統理論と近代理論に大別しうるが，筆者は近代理論

の立場に立って本稿の記述を進めたい。このことは組織構造の軽視を意味する

のではない。組織構造もまた，人間的要素をふまえた近代理論の立場から再検

討されればよいのである。

伝統理論によっ亡は近代理論の説明はできないが，近代理論ならば伝統理論

をそのなかに包摂してそれをも説明することができる。筆者が近代理論を評価

する理由の 1つがここにある。近代理論がこれからの組織社会の要請によりよ

く応えうることも，もちろん他の重要な理由である。伝統理論では，組織にお

ける人聞の問題を内在的にとらえるこ Eができないのである。

まず本章では，組織の伝統理論の概要を述べておくことにしよう。

1 仕事のジステムとしての組織論

およそ組織は，何らかの目的を達成するために複数の人びとが協働するとき

に成立する。各人が同じことをしていては組織の意味がなく，各人がパヲバラ

であっても組織の意味がない。組織は分業と同時に協業の仕組みである。専門

化に加えて，全体としての調整が必要である。ここに， 目的達成に合理的な一

定の枠組み，つまり組織構造の形成が問題となる。どのような構造を形成すべ

きかは，実践的要求からは常に重要な問題である。しかし，組織を仕事のシス

テムとしての組織構造ととらえるにとどまれば，それは伝統理論の立場である。

(a) 組織形態論

専門化と命令関係から組織構造が分類されることがある。命令一元性の原則
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が優先されるライン組織，事門化を優先させて命令多元性を容認するファンク

ショナノレ(職能お組織，そして専門化と命令一元性を両立させようとするラ

イン・アンド・スタップ組織などがそれである。

学説史をふまえた説明が加えられることもあるが，このような組織形態論に

はそれほどの理論的価値はない。

(b) 組織原則論

目的達成に最適な組織構造を形成するための諸原則が，論者によって様々に

主張される。たとえば，専門化するほど組織の能率が高まるとする専門化の原

則， 1人の上役が監督で雪る部下の数を限定したほうが能率がよいとする管理

の幅の原則， 1人の部下に命令する上役は 1人のほうがよいとする命令一元性

の原則などとある。これらの伝統的組織原則のほかにも，人間関係論的要素を

加味した，組織階層は少いほうが上い〈フラットな組織〉とする原則などもあ

る。

近代理論に属するサイぞソのが， とのような原則は諺ないし格言のたくやし、に

すぎないと批判したこ kはよ〈知られている。相矛盾する組織原則があって，

組織構造の形成にあたっていずれの原則を採用すべきかを理論的に指示しえな

いからである。

7ージリスD も指摘するように，伝統的組織原則の適用は，組織内の個人の

成熟を阻害する傾向をもっ。専門化の原則は個人のもつ多様な能力の使用を不

要にするL，管理の幅や命令一元住の原則は，上位者によるきびしい統制を可

能にするゆえに個人の自律性を妨げるがごとくである。

( c) 組織構造形成論

この領域において，最も論理的で精織な理論を展開しているのはブラウン的

であろうが，ここではふれる余裕がない。

2) H A. Slffion， Administrative Beh四 ior，1947， chap， 2松田・高柳二村訳「経営行動」。
3) C. Argyr民 Personalityand口rganization，1957， chap. 3 伊吹山中村訳「組織とパ←ソ
ナリティー」。

4) A. Brown， Organization in In品stry，194士安部訳「睦営組織」。
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以下では，筆者なりの組織構造形成の基本的な考え方を述べておくことにし

ょう。

バーナードωは組織の 3要素として， (1)共通目的， (2)コミュニケーション，

{3)協働意志， を指摘する。他方， ドラッカ_'3)~士組織形成の 3 原則として，組

織構造は， (1)事業目的の達成に役立つものであること， (2)管理階層のできるだ

け少ないものであること， (司将来の最高経営者を訓練~，テスト L うるもので

あること，を旋示する。ドラッカーの(2)をコミュニケージョン， (3)を協働意志

にかかわるものと読み変えると， ドラッカーの 3原則はノミーナードの 3要素を

最もよく促進しうる組織構造を指|旬 vcいるものといいうる。要するに組織構

造は， (1)目的を明確に L，(2)風通Lをよくし， (3)やる気を起こきせる，ように

形成される必要がある。

さらにドラッカーは，組織構造の形成にあたって， (1)活動分析， (2)関係分析

(3)決定分析3 を行う必要性を説いている。土れは， (1)目的達成にと勺て必要な

活動を分析し， (2)組織内のコミュニケーショ Yの関係を分析し (3)決定権の配

分のいかんが協働意志を喚起しヲ人びとを育成するという観点から決定分析を

する， ものと解することができょう。これら 3つの組合せを考慮すれば，組織

構造形成についての最小限の理論化が可能であろう。つまり，活動をくくる①

部門化，関係を規定する②ラインと旦タッフ，決定にかかわるCI集権化と分権

化，を論じることができょう。

2 人間関係論

伝統的な組織構造論 (1仕事の組織J) に対して I人聞の組織」を唱えたの

は人間関係論である。学説史的には，古典理論，新古典理論，近代理論のうち

の中間に位置寸る。初期の人間関係論は仕事の組織」とし C町公式組織に

対して，人びとの現実の相互作用のパターンとしての非公式組織の重要性を強

5) C. 1. Barnard， Tke FunctioflS of the Executive， 1938， cbap. 7 山本出杉飯野訳「経営
者の役割J，以下では本文中にページ数を入れている。

.()) P. Drucker， The Practice of Manageme肘， 1954， chap:s. 16 & 17野田監訳「現代の経営」
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調した。

組織(論〉にお竹る人間関係〈論〉の重要性にもかかわらず，本稿は「人間

の仕事の組織」を意味する公式組織〔バ ナードのそれ)を主に取り扱うこと

にしており 1 また人間関係論がやがて，組織理論や行動科学論に発展的に解消

Lてゆく点から，ここではこれ以上は深くかかわらないことにする。

II 人間行動のシステムとしての組結論

古典，新古典理論を経て，組織理論をその名に値する近代理論へと進め，公

式組織そのものを人間行動の観点から根本的に見直Lたのがバーナード (C.L 

Barnard， 1886-1961) である。彼は近代組織論の祖といわれ，人間観，組織観

および科学観において画期的な転換を果たしたゆえに，経営学〔組織論〉にお

いて「パーナード草命」を惹起Lたとされる。

バ ナ ドl士，経営者としての体験から「経営者の役割J (その主著の書名。

1938年刊行〉を記述しようと Lたが，その管理論の記述は組織に即 Lたもので

なければならない土感じた。つまり，伝統的組織論とは根本的に異なる新しい

組織論を構築するのでなければ，彼の体得していたものを読者に伝え得ないと

考えたのである。それがし、わゆるパーナードの組織理論である。その意図にお

いて，それは管理論のための，管理論の基礎理論としての組織論であった。ア

メリカ経営学の伝統である動態的なマネジメント思考を理解しておかなければ，

彼の組織論の意義を見失い，その解釈を誤る危険性がある。

まず，以下の記述への予備的考察として，バーナードの主著 TheFunctions: 

01 the Executiveの内容の若干にふれておこう。

1 協働、ンλテムと公式組織

パーナード理論には広狭 2つの組織概念があるといわれたことがある。 1つ

は，一定の目的のために秩序づけ bわしたそノ・カネ・ヒトから成る V ナ̂ムで

ある。われわれが企業，学校，病院，教会などという言葉によって連想するよ
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うなこの種のすべてを抽象化I..-J，バーナードは「協働システム」と命名する。 i

協働システムの構成要求も，物的システム，社会的システム，人的システムお

よび公式組織として 般化される。

i事働二/ステムを維持・存続させるのがマネジメントの作用であって，パーナ

ードはこの機能をになうものは，そノでもカネでもヒトそのものでもなく，ま

さに人聞の意識的な活動のシステムである公式組織であるという。公式組織を

構成するのは，ヒトではなく， ヒトが目的に向かつて提供する活動ないし行動

である。人聞は公式組織の環境に位置ヮけられている。

協働システムのなかに神経系統のように網の巨状(それが組織構造であり，

ミ-:)ードによってコミューヶーション・システムと特徴づけられる〉に行き

渡っているのが公式組織であり，その働きによって協働シプ、テムは変化する環

境のなかで存続しうる。

かよ号にハーナードが公式組織の理論を新l<構築 l，それに即してマネジ

メントの機能を記述しようとするゆえに，協働システムと公式組織という 2つ

のシステムが明般に区別されるのであるのなお守本稿で組織という場合はこの

公式組織を意味している。

2 システム・アプローチ

バーナードは，この世に存在する諸要素，諸力を，物的，生物的，社会的な

どの種類に分類1..-，これらをシステム概念で〈くるという接近方法をとる。彼

の理論の特徴はシステム・アプローチにある。これは個と全体を同時に把握し

うる点で便利である。パーナードにとっては，個人，組織，協働システム，環

境など，すべて V ステムとみなされる。

個人は「過去および現在の物的，生物的，社会的要因である無数の力や物を

具体化する・ I 全体J 主著12ベージ〉であり，これら物的，生物的，社会的

要因によって制約されつつも，一定の選択力，白由意志(および乙れに対応す

る責任〉をもっ。この人間観は後の議論にとって重要である。
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個人単独では達成できない目酌のために人びとは協動するが，その協働の場デ

つまり協働システムもまた「特定のvステマティックな関係にある物的，生物

的，人的，社会的構成要素の複合体J (主著65ベージ〕である。協働システム

の中核的なサブシステムである公式組織は，協働νステムの他のサブシステム

である物的，社会的，人的システム(それらは協働システムのなかにあるが，

組織にとっては環境をなす)を通じて， (協働システム外の)環境に働きかけ

る。この環境も「物的，生物的，社会的な素材，要素，諸力から成るJ (主著

6ベージ)のである。

なお， 1つのシステム〈たとえば企業とし、う協働システム〉は，より大きい

システム〔社会または国民経済〉の十プV ステムであるが，それ自体を構成す

るサフシステム(生産ジステム，マーケアィ Y グ・システムなど〕をもっ。さ

らに大きく，あるいはさらに小さく， シメ、ヲム士見ることができ宇る。われわれ

は， どの vベノレのずステムを対象に分析し，研究しているのか， その立場士見

失わないことが大切である。本稿の記述ば，常lこ人間行動のシステムとしての

公式組織に焦点を合わせている。

3 公式組織の理論

協働システムの均衡は，公式組織の均衡を通じて実現される。いまや公式組

織の理論が関われねばならない。

パーナードは，組織が成立するためには，①共通目的， (2)コミュニケーショ

ン， (3)協働意志， という組織3要素が存在しなければならず(内的均衡)，組

織が存続するためには，かく成立 Lたシステムが環境のなかで有効性 (e[fec-

tiveness) と能率 (efficiency) を維持しなければならない(外的均衡)， とい

う。有効性とは組織目的の達成度であり，能率とは組織構成員の動機充足〔満

足〕度であると理解しておこう九

組織の 3要素および有効性と能率は，個人と組織の統合を念頭においた重要

7) 有効生と能率の見方については，前掲湘稿 (i組織科学J)の16ベージ前後を参照されたい。



伝統理論と近代理論 (139) 35 

な概念である。

' 

4 複合公式組織の機能

パーナードは，彼の組織理論は， 2， 3人程度の単純な小規模組織にも多人

数の大規模組織にも修正なしに適用可能であるとし、う。

現実の組織は，基本的な単位組織が組み合わさり，種み重なっτ形成され亡

いる。各単位組織に 3要素があり，複合組織においても同様である。とくに複

合組織では，大きい目的の分割がなされて単位組織の目的が与えられ(専門化，

意思決定)，コミュニケーション・システムとしての機能を果たすことによっ

て単位組織のヨミュニケ一、ンョ γ を促進し，複合，単位両組織から構成員に各

種の誘因を与えて協働意志をもたせる。

従来の組織構造論は複合組織の構造を取り扱っていたが，バーナードは構造璽

のみならず機能をも論じるのである。主著第3部各章のテーマである専門化，

誘因，権威，意思決定などは，伝統的な組織構造論を人間行動の観点から再検

討したものである。 恩

人びとは協働して組織を作り，か〈成立した組織は共通目的達成のために個

個人に様々に働きかける。目的を示し，指示・命令L-，情報を与え(コミュユ

ケーション)，誘因によって協働に参加させ，仕事をさせる。これが(複合)組

織の機能であり，そこに組織理論から説明される管理の理論がある。

5 管理理論

ノミーナードの管埋職能(主著第15章〉は組織の 3要素に対応し，管理過程

(第16章〉は告効性と能率を維持する形で説明される。能率の基礎には彼の組

織経済論がある。つま旬，組織維持のための誘因(効用)の生産と分配の経済

E命である。

パ ナードは，個人と組織の葛藤を克服し，組織を真に長期的に存続させる

には， (道徳的〉リーダーシッフ.が必要であるという。組織には価値的・道徳
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的側面があり，それを確立することが，人びとを結束させて長期的存続を可能
杭

にする前提である。真の意味でのリーダーシップは，組織理念を創造し，組織

内に浸透させて組織を道徳的制度たらしめることである。しかもその理念は，

社会的に容認され，道徳的に正しいものでなければ，人びとを動かLえないと

説く。ここに社会的責任論の重要性を示唆するものがある。

III 伝統理論と近代理論の対比

バーナードに代表される近代理論の特徴のいくつかを，伝統理論との比較対

照士通じて明らかにしようとするのが本章の目的である。組織における人間問

題の解決が現代経営学の最重要課題のひとつであるとする問題志識がヲその記

述に反映されていればさいわいである。

1 全体と個

伝統理論では「初めに組織ありき」である。組織全体があって，分割の結果，

個々の仕事が生まれる。個人よりは仕事が先行し，個人は仕事に不適応な場合

に初めて問題にされる。

これに対して，近代理論は個から全体に至る。単独では達成できない目的の

ために人びとは協働L-，組織は順次拡大してゆく〔単位組織が付け加えられ，

積み重ねられて複合組織になる〉。もちろん，そのように成立した組織それ自

体が 1つのシステム〔全体〉として個と対抗することはあっても，考え方とし

ては「初めに個人ありき」である。個から全体へ，そしてその後に全体と個が

問題になる。それが前述したような，複合組織の個人に対する働きかけの過程

である。

バーナードの基本的な問題意識は，個と全体，個人と組織の相即的発展であ

った。個人と組織をともに発展させつつ，その統合を可能にする相互作用的な

組織と管理の理論が求められたのである。シλ テム・アプローチもそのために

採用されたものといえよう。そして，パーフードの人間観，組徹観はともにこ
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のような問題意識を反映していぷ。

2 人間観
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組織を構成する人，管理する人・される人をいかなるものと仮定するかによ

って，組織と管理の理論と実践は異なってくる。人間観こそ出発点である。

経営学の領域では，経済人，社会人，自己実現人の分類が人間仮説としてよ

く用いられる。

科学的管理のテーラーが管理問題として最初に提示したのが，刺激的な賃金

支払方法の改善であったことは，人聞を経済人とみなしていたことを示す。管

理と作業を分離し，命令する者と服従する者を明確に区別しようとしたのは，

依存的で消極的な人間観をもっていたからにちがいない。

経済人仮説と孤立した人間観を否定して賃金よりも人間関係のほうが飽

率にとヮて重要であるーとした初期白人間関係論は，人聞を社会的動物(社会

人仮説〕とみなしている υ

双方において，人聞は経済的誘因や人間関係に依存的な存在とみなきれてい

る(マグレガーのX理論における人間観〉。

近代的モティベーショ γ論では，人聞は自己実現を求めるとする自己実現人

仮説がとられる(マグνガーのY理論における人間観。マズローの欲求階層説

も経済的，社会的，自己実現的欲求に分類できょう〉。

バーナードの人間観は「全人仮説」と呼ばれることがある。様々な欲求をも

ち，自己の行動について一定の選択力，自由意志および責任を備えた，そのよ

うな人聞が組微を作り，管理されるものとして，その理論が構築される。バー

ナードによって初めて組織理論に意思決定概念が導入され，さらにモティベー

ションやコミュユケーションの諸問題が重要視されたのも， このゆえである。

なお，人聞は自律的で積極的な存在であるが，環境に生きるかぎり，種々の制

約の下にある。個人は依存的で消極的になる乙とも認め bれる。

かようなパースナノレな人間とインハースナノレな組織との対応が，ハーナード
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の組織理論を深化させている手とに留意しておく必要がある。組織を構成する

のは人間そのものではない。

ついでに一言。経営学のうち，企業のみを対象とし， しかもその構成メンバ

を資本家と労働者に限定する経済学説では，経済人仮説が支配的になるのも

もっともである。もともと経済学は経済人仮説をもつことによって成立したも

のである。しかしながらわれわれは，企業において資本家，労働者も非経済的

動機をもつこと，その構成メンハーをさらに拡大して考えるべきこと，そのう

え企業以外の協働γ ステムを対象とするときには，各種構成メンパーと組織の

うと捗関係はさりに複雑化する乙と，個人は様々の資格(あるいは動機〉をもっ

て各種の組織に参加すること，等々を考慮するので，バーナーードの人間観はい

っそうの有効性をもっと考える。

3 環境観

伝統的組織論は，仕事と命令関係を示寸組織構造の形成論であって，内部的

な構造は見るがその動態を見ず，そのうえ〔外部)環境を考慮することはない。

いわゆる closedsystemである。

これに対して近代理論は，環境との関係を重視し，環境のなかで存続するシ

ステムの動態を見ようとする。組織は環境に制約されなが bも環境に主体的に

働きかけ，環境と取引する。これは opensystemである。

われわれは人間行動のみから成る組織と協働システムとを区別する。組織か

ら見て，組織の環境には協働システム内と協働システム外の 2種類の環境を分

類しうることになる。組織は，協働システム内の諸サブシステムを最適に形成

することによって，協働システム外の環境に働きかけようとする。

open s.ystemゆえに環境との聞の調整が必要となり，草;思決定やコ之ュニゲ

ーションなどの動態的概念が採用される。さら比ノ、ーナードは，人間そのもの

を組織にとっての環境とみなす。そこに，誘因と貢献の交換 (I-Cパランァ、〉

などの新しい理論が生まれ，個人と組織の統合への道が用意される。人閉その
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ものが組織に組み込まれている仰ではない。全人としての人間は組織と対置き

れている。

4 組織観

「全体と個」と関連する所であるが，伝統理論は全体主義(集団主義 collec.

tivism)的であり，近代理論は個人主義的である。前者は組織を「支配と統制

の仕組みJ 1-.見，後者は「協働のシステムJ とみなす。前者は権力中心的で

「上から下へ」の見方をとる。後者では，組織構造の発生過程(単位組織から

複合組織へ)や権限の源泉(受容説)などに顕著にみられるように i下から

上へ」である。

伝統論者のなかには，近代理論のいう「人間尊重」は理念であり，ヴィジョ

ンであって，組織の本質と実態は変わるミとなく伝統理論の説〈通りである，

とずる者がある。われわれは決Lて，近代理論を運用論とか理想論とは考えな

い。近代理論こそが，的確な人間観とそれを基礎にした組織観をもち，現実を

よりよく説明しうる理論であわ，来るべき組織社会の病理によりよく対応しう

る理論である主考えている。

正しい人間観世含まない closedsystemとしての「仕事の組織」論から人間

疎外が起こることはあっても，いかにしてそれを克服しうる方策が示きれょう

か。権力主義的な組織観によって，いかにして今日の若い人たちを押さえきれ

ると思っているのだろうか。公害，薬害， コンシューマリズムなどの市民運動

に対して，あるいは社会的責任の要求に対して，伝統的組織論は対応しきれる

のであろうか。責任追求に対する「組織防衛」のためには，たしかに伝統理論

は大いに役立つのは事実であるけれども。

さて，組織の構造について見れば，静態的な組織構造のなかへ「全人仮説」

の人闘が配置されるとき，組織は動態化されざるをえない。バーナ ドの主著

第 3部「公式組織の諾要素」は，複合公式組織における組織と個人の対応関係.， 

主として組織の個人への働きかけの過程の考察である。いわば従来の組織構造
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論の再検討であって，コインの社側(組織的側面〕しか見ていない伝統理論に

対して，他の側(人間的側面〉の考察をも加えた統合的な見方をするのである。

パーナードの権威理論が，命令としての客観的側面とそれが受容される主観的

側面の統合において把握されているのは 1つの例示となるだろう。

5 有効性と能率

組織と個人の統合をめざすバーナード理論の最も特徴的な表現が有効性と能

率の併立である。

伝統理論は，組織目的0)合理的達成白見地か b組織構造を形成 L，その業績

を評価する。組織目的の達成度をパーフードは有効性というが，伝統理論は有

効性追求の理論である。

人間関係論の人間重視と軌をーにして，パーナードは，組織構成員が組織か

ら満足を与えられる〈その程度が能率〉のでなければ!組織は存続しえないと

する。組織左個人の統合にとっては，組織目的の達成とともに個人目的の達成

が必要である。

有効性のない組織は通常は存続不能であり，能率のない組織はほとんど存続

できない。人びとは他のより有利な機会への貢献を選択し，当該組織への貢献

を差し控えるからである。

組織存続の基準としてバーナードは，有効性と能率に加えて道徳性を強調す

るが，この点については次章でふれることにしよう。

IV 今後の展望のなかで

組織と管理という言葉には，支配とか抑圧，あるいは疎外という暗いイメー

ジを伴いがちである。なかでも官僚制塩識や脅志社会という表現は悪の見木の

ような取扱いを受けている。

管理する側も管理される側も，みなが一様に伝統理論のいう組織と管理の概

念、を受容しつつけるならば，事態はいっそう悪化するにちがし、なしh
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しかしながら，われわれが将恭にわたってこの組織社会，管理社会に生きて

ゆく以上，われわれは組織や管理において人聞を活かす道を追求しなければな

らないだろう o 益々多様化する価値観の対立を統合しながら，もし全体と佃が

ともに発展 L，ともに満足しうる道があるならば，われわれはその方向に従い

たし、。それがパーナードの理論であろう。

管理する者も管理される者も，従来の組織と管理の常識が必ずしも常識では

ないことを理解するならば，それだけでも事態はかなり改善されるだろう。そ

の一助までに，独善的かもしれないが，バーナード的発想による「新しい常

識」の 2， 3 ~以下に泌べてみたい。

1 目的観

協働、ンステムの存続は組織の作用に依存し，その均衡は組織の均衡を通じて

維持される o Lたがって，協働Vステムそれ自体の有効性と能率はことさら論

じる必要はなし組織のそれが問題となろう。

組織がその有効性の見地から達成すべき目的は，協働コノステムの目的であ<S.

とみるのがここでの第lの論点、である。

協働システムには，社会のなかでその存在を容認されるに足る目的がある。

協働シ旦テムに参加する特定の個人または集団がどのような目的をもっていて

も，社会的構成体として持続するに至った協動システムには，社会から付託さ

れたそれ自体としての目的がある筈である。協働の観点から接近するかぎり，

そのように考えざるをえないのである。

大学は研究と教育，病院は病気の治療，行政組織は市民へのサーピス，等々

である。企業には，社会的に有用な財ないしサービスの生産と配給という目的

がある。

他の協働システムの目的と対比して，企業の場合にのみ，その目的を利潤追

求とするのは不自然のようにみえる。利潤追求は企業の特定メ Yパーの目的で

あり，能率の問題に属する。企業であれ慈善団体であれ，組織経済の収支バラ
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γ スが失われると，組織とI..-，;C存続しえないことは同じである。企業目的の社

会性や企業の社会的責任を云々するとき， 1..-ばしば「慈善事業じゃあるまい

し 'J との批判を受ける。しかし組織経済から見るかぎり，両者は同じ一般

理論によって説明可能である。それが保有する経済的，社会的効用を著1..-<超

えた支出を行って，なおその事業を継続することができないのは，両者とも同

じである。

組織は，このような協働システムの目的を達成するために，専門化によって

組織構造を設定する。専門化とは， 目的の細分化による目的 手段の連鎖関係

の形成にほかならない。組織構造の各職位にある管理者は，そのときどきに必

要な目的を規定するとしづ意思決定職能を遂行するよとになる。 ζ のような目

的の規定とその達成は有効性の問題である。

組織は，その存続にあたって，変化する環境のなかでたえず効果的な目的を

設定1..-，それを達成してゆく能力，つまり有効性をもたなければならなL、。有

効的であることが即，能率的であるのが望ま Lいであろうが， 目的達成過程に

おいてプラスまたはマイナスの思わざる結果を伴うこ L 能率の状態いかんに

よって目的選釈が制約きわること，協働システムによっては， 目的の達成がな

〈ても能率さえ維持できれば存続可能なこともあろう。さらに，目的が設定さ

れれば，その達成はかなりの程度技術の問題となり，有効性の相対的重要性は

低下する。

かように， とくに永続的な大規模協働システムにおいては，組織それ自体の

存続を第一義的とみなす傾向が生じる。つまり，協働システム本来の目的達成

よりも，組織の存続，組織経済の維持，すなわち龍率の確保が重要視される。

組織の目的が存続にあるとみなされるに至るのである。これがここでの第2の

論点である。

もちろん，組織の存続なくして協働システムの目的達成は不可能であるので，

このように存続を組織の目的に措定すること自体には問題はなかろう。しかし，

存続のために本来の H的を忘れた悪しき「目的と手段り転倒」は批判されなけ
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ればならない。儲けのために消費者や地域社会住民を忘れた企業，患者を忘れ

た病院，あるいは，なれあいで仲間をかばいあう，市民を忘れた行政組織など

を見るのは残念なことである。ここに協働巴/ステム本来の目的に注意を喚起す

る社会性ないし道徳性の意義が予見されよう。

2 責任優先観

こんどは，権限と責任の関連および責任の意味について考察してみよう o

仕事の γ ステムとしての静態的な組織論では，職務=権限=責任の等式，い

わゆる権限・責任均等の原則が仮定きれている。組織の法律的解釈からは，こ

れほど自明の理はないかのようであり，組織論における第 1番目の常識といっ

亡よし、。

しかし文献を了細に検討してみると，伝統理論のなかでも権限・責任均等と

する論者と逆に責任・権限均等とする論者がいる。法定的な上位権限説の色彩

が強いほど権限・責任均等の立場をとり，職能説では責任・権限均等とするこ

色が多い。いず、れの場合も，両者が均等とみなされることに変わりはない。

主著で権限受容説をとったパーナードは，その後，道徳的要因をいっそう重

視する組織観の展開のなかで，大きい責任をそれより小さい権限で，あるいは

中華限なしで果たすことこそがリーダーシップの機能であって，組織においては

責任と権現は均等でないばかりでなく，責任中心的な思考をとるべきであると

主張するようになったヘ伝統理論が権力主義的な権限優先型組織とすれば，

近代理論ば責任優先型組織である。

権現・責任均等原則は， X理論的な人間観に基づいている。(権限・責任の

場合には)上位者から権限が委任されるから，少なくともそれに相応した責任

を委任者に負わなければな bない。ただし，ぞれ以上のことはやる必要はない，

権誕以上のよとはやってはなちね， と。(責任・権限の場合には〉責任を問わ

れるのなら，その責任にふさわしし、権限がなければならなし、。権限さえあれば，

8) より詳しくは，拙著 r，<ーナード研究」の第8章!第9章を参照されたし、。
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十分に注意して責任を果たしう長であろうに， むこれらは，形式的，法律的

な組織構造論における人間行動のパターン，つまり官僚主義的な責任回避の態

様をあらわしている。

closed system としての組織構造論では，権限と責任は組織の内部的な相互

関係を規定するものとして組織内的に把握されるゆえに，均等原則は妥当性を

もつように見える。しかし， open systemとしての近代的組織論が，その構成

メンパーを拡大してとらえ，また，前項で述べたような目的観をもっときは，

責任優先が当然のように思われる。

ところで，責任 (responsibility)は，応答する能力 (abilityto respond [ラ

テン語問中四日〕を意味するという。何についてくrespuIlsiblefo，-) ，誰に対

して (responsiLleto)，義務を負うのかが問われる必要がある。

伝統理論では，命令されたこと 3 委任されたこと(職責〕について (10γ)， 

命令者3 委任者に対して ('0)，応答することであり，彼らに対しては個人的な

判断を停止して無批判的に応答するこ Eになっている。命令に従ったのである

から，通常は実行者には責任がないと解釈される。

近代理論では，自分自身に応答すること (responsibilityto oneself)，つま

り自己の自由意志，自己の良心において，人格的に応答することとなる。した

がって，命令者よりもその実行者に責任がある。

自己の良心，あるいは社会の要請に照らして，明らかに不正であると判断さ

れる組織内の出来事を組織外にもらすこと(内部告発)は，組織人の行動とし

て非難されることが多い(とくに日本的風土のもとでは)。 しかしながら， も

しその組織が道徳的に正しい行動をしているならば，人格人として告発するか，

組織人として沈黙するか， という葛藤はもともと起こらなかった筈である。内

部告発の犯人探しに血眼になるよりは，そのエネノレギーを組織自体の行動の改

善に注ぐべきであろう。ここに組織の道徳性の問題，あるいは社会的責任の問

題がひそんでいる。
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3 道徳性

組織体の業績評価ほ，合理性，人間性，社会性の統合においてなされるべき

であるとわれわれは考えている。しかしながら，社会の発展段階に応じて，歴

史的にはこの順番にそのうちの lつが主要基準として際立つていたように思わ

れる。

科学的管理のテーラーにおいては合理性，人間関係論では人間性がほぼ単一

基準として強調された。バーナードでは有効性(合理性)と能率〔人間性)の

統合がめざされているが，その組織経済論の展開に示されるように，理論的に

新しい貢献は能率の側面にあったといってよし '0

7 ラーが合理性(有効性〉段階の理論であるとすれば，バーナードは人間

性〈能率〉段階の理論といえよう。今後の展望のな古、で求められるのは，社会

性ないし道徳性段階の理論であろう。

パーナードは有効性と能率に加えて，すでに彼の主著において道徳性を強調

することを志わしてはいない。彼は道徳と責任の概念を用いて，経営者ローグ

シップの本質は，個人と組織の葛藤を克服する組織道徳の創造にあると説いて

いる。バーナードは後年に至るほど，組織の道徳的側面を強調し，組織はその

存続の過程において道徳的制度としての性格を強めるという O したがって，組

織指導者の重要な機能は，制度化を促進するために組織理念を創造して組織内

に浸透させるとともに，時に応じて組織理念を変更することである。

かように，道徳性が真に長期的な組織維持のための主要基準となるのである。

道徳性が必要となる理由はいろいろある。

システム観は，その構成要素聞の相互依存性を強調することを特徴としてい

る。 opensystem観に立てば'/')'!、テムと環境との聞の相互依存関係も重要と

なる。システムのある構成部分の利己的行動はシステム全体に悪影響を与え，

"/Aテムの独善的行動は社会，環境に対して迷惑を及ぼす。こう考えただけで

も，各部分の責任ある行動が要請されるであろう。

協働システムは社会のなかで存在し，社会から付託された目的を達成する責
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任をもっ。すでに述べたよ 1に，この単純な事実が忘却されがちである。構成

員の聞に意見の対立が生じたとき， これを調整する最善の方法は，本来の目的

に立ち戻って考え直すことである。

さらに，この目的を達成することよりも，協働システムそのものの維持とそ

の(内部的な〕構成員の利害を優先することが当面の目的となりがちである。

企業では経営者と従業員が(消費者を忘れて)，犬学では教員と職員が(学生

を忘れて)，行政組織では役人たちが(市民を忘れて)，本来の目的達成よりは

自分たちの利益を中心に考えるようになりやすい。有効性が達成されなくても

能率が確保されているかぎり，組織の存続が可能となるところから，極端な例

示として，愚者の真の治療には不必要な過剰な検査を行い，莱づけにし，不要

な手術さえ行うことによって，利益をあげようとする〈そのうえ，脱税まです

る)病院がありうることは驚くべきことである。

最後に組織エゴの問題に言及しておく必要がある。組織維持のため，あるい

は自分たちの利益のための「組織の論理」が組織行動の絶対的規範となって，

それが個人あるいは社会の規範と矛盾する土うになることはないだろうか。も

L， このよろな対立が牛ずれば，組織は，未来に向かつて長期的に存続するた

めに，新しい対応を必要としよう。組織は，個人と社会それぞれの規範を統合

しうるような組織道徳を創造する努力をしなければならない。それが社会的責

任である。道徳性は未来にかかわる。現在の構成員よりは将来にきたるべき人

たちのために，あるいは，現在の誘因と貢献のバランスよりは将来のその見込

みのために，道徳的創造性を通じて新しい理念をもつことが要請されよう。当

座の組織の論理，現在の構成員のエゴは，長期的視点からは許されるべきでは

ない。

むすび

本稿では，組織の長期的存続にあたっての道徳的，理念的側面の意義主強調

L，ぞれが今後の組織論の新展開において果たす役割を概観した。これは単な
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る道徳論の提唱ではない。との点だ，いささかの追加を試みたい。

われわれは，長期的視野のもとに，道徳伴や社会的責任の問題が「組織経

済」の拡大ないし縮小を通じて，組織の存続を左右するものとみなす。道徳性

をめぐっての，組織に対する社会的批判，つまり組織の社会的名声の失墜は，

組織の社会的資産の食い潰しを意味し，組織経済の縮小を招くであろう。社会

的効用を高めるために長期にわたって支出されている費用から推測すると，瞬

時に Lて失われるかもしれない社会的効用のもつ組織経済的価値は，文字通り

剥り知れないものといえよう。近代的組織論の立場からすれば，道徳性の確保

は経営者の最高の職能である。


